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８ その他
 契約の手続においては日本語及び日本国通
貨を使用する。
 契約保証 必要
 支払条件
 前金払 有
 部分払 無
 契約書作成の要否
基本契約：必要（作成方法については基本
契約の相手方と協議する。）基本契約書案を参
照のこと。
個別契約：必要（作成方法については基本
契約の相手方と協議する。）入札者に対する指
示書[26]を参照のこと。
 手続に関する照会窓口 上記５に同じ。
 技術提案書のヒアリングを行う。
 詳細はNEXCO東日本ホームページに掲載
する手続開始の公示（説明書）による。

９ Summary

 Official in charge of the contract of the

Procuring entity : Osanai Kazuhiko, Direc‑

tor General of Hokkaido Regional Head

Office, East Nippon Expressway Company

Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Basic co‑

ntract for examination of floor slab re‑

placement of Sapporo Management Office

Jurisdiction

 Time limit to express interests : 4 : 00

P.M. 14, June 2023

 Time‑limit for the submission of propos‑

als : 4 : 00 P.M. 21, August 2023

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

 Contact point for tender documentation :

Torimoto Kazunori, Deputy Manager of

Procurement & Contract Section, Technol‑

ogy & Procurement Department, Hokkaido

Regional Head Office, East Nippon Ex‑

pressway Company Limited, 51230,
Oyachi‑nishi, Atsubetsu‑ku, Sapporo City,

Japan 0048512 TEL 0118965777

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
令和５年５月 31 日

首都高速道路株式会社
代表取締役社長 前田 信弘

◎調達機関番号 420 ◎所在地番号 13
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 （修）都心環状線（銀座・京橋出
入口付近）の更新における沿道開発との一体
的整備に係る構造及び施工法検討（2023年度）
 本業務は、都心環状線（銀座・京橋出入口
付近）の更新において必要な跨道橋架替、擁
壁更新に係る構造・施工法検討を行うもので
あり、検討においては周辺の都市再生と連携
した計画立案を行うものである。
＜業務内容＞
 跨道橋の構造設計及び施工法検討
 公園橋の構造設計及び施工法検討
 更新擁壁の構造設計及び施工法検討
 開削トンネルの構造設計及び施工法検討
 排水検討
 全体施工計画図及び概略工程表の作成
 関係機関協議資料作成
 ３次元モデル作成
 履行期間 契約締結日の翌日から480日間
 その他
 本業務は、提出された参加資格確認資料
及び技術提案書を審査した結果、技術提案
書の評価点が70点以上の者の中で最高の者
であり、かつ、業務規模として定めた金額
の範囲内で有効な見積書を提出した者を契
約の相手方として特定する公募型プロポー
ザル方式（標準タイプ）の対象業務である。
 本業務は、見積等を電子入札システムで
行う対象業務である。ただし、電子入札シ
ステムによりがたいものは、契約責任者の
承諾を得て紙入札方式に代えるものとす
る。また、紙入札の承諾に関しては４に
掲げる事務の担当部局に紙入札方式参加承
認申請書（電子入札留意事項様式第１）を
提出するものとする。
 技術提案書は、持参又は郵送により提出
すること。
 その他については、電子入札留意事項に
よることとする。

 業務実施上の条件
 法人に必要とされる業務の実績 当該業
務に参加希望する法人は、平成25年度以降
に都市部（ＤＩＤ※１相当）において、下記
全ての業務を完了した実績を有すること。
１）既設道路橋の更新又は架替の実施設
計※２若しくは概算設計※３

２）既設道路橋の更新又は架替の施工法検
討
３）既設道路擁壁の更新又は改築（車線拡
幅を含む）の実施設計若しくは概算設計
４）既設道路擁壁の更新又は改築（車線拡
幅を含む）の施工法検討
５）新設道路開削トンネルの実施設計又は
概算設計
６）新設道路開削トンネルの施工法検討
なお、１）から６）は、同一業務であ
る必要はない。
また、当該実績について、首都高速道
路株式会社が発注した業務においては調
査・設計業務成績評定通知書によって通
知された業務評定点（総合評定点）が60
点未満のものを除く。
※１ ＤＩＤとは、人口集中地区のこと。
人口集中地区とは、市区町村の境域内
において、人口密度の高い基本単位区
（原則として人口密度１平方キロメー

トル当たり4000人以上）が隣接し、
かつ、その隣接した基本単位区内の人
口が5000人以上となる地域
※２ 実施設計とは、首都高速道路株式
会社における「実施設計」又は国土交
通省における「詳細設計」と同等の業
務であり、発注機関には拘らない。
※３ 概算設計とは、首都高速道路株式
会社における「概算設計」又は国土交
通省における「予備設計」と同等の業
務であり、発注機関には拘らない。

 予定管理技術者に必要とされる要件
イ 技術者資格 技術士［建設部門（鋼構
造及びコンクリート）］又はＲＣＣＭ（鋼
構造及びコンクリート部門）
なお、外国資格を有する技術者（わが
国及びＷＴＯ政府調達協定締約国その他
建設市場が開放的であると認められる国
等の業者に所属する技術者に限る。）につ
いては、あらかじめ技術士相当又はＲＣ
ＣＭ相当との国土交通大臣認定（国土交
通省不動産・建設経済局建設市場整備
課）を受けている必要がある。
ロ 業務実積 平成25年度以降に完了し
た、以下に示される同種又は類似業務に
ついて、１件以上の実績を有さなければ
ならない。なお、当該実績について、首
都高速道路株式会社が発注した業務にお
いては調査・設計業務成績評定通知書に
よって通知された業務評定点（総合評定
点）が60点未満のものを除く。
同種業務：既設道路橋の更新又は架替

の実施設計若しくは概算設
計

類似業務：新設道路橋の実施設計又は
概算設計

ハ 手持ち業務量 令和５年７月20日現在
の手持ち業務量（特定後未契約のものを
含む。）において、管理技術者又は担当技
術者となっている契約金額が500万円以
上の業務の契約金額の合計が５億円未満
かつ件数が10件未満であること。
なお、手持ち業務が複数年契約の業務
の場合には、契約金額を履行期間の総月
数で除し、当該年度の履行月数を乗じた
金額とする。

２ 競争参加資格
 首都高速道路株式会社契約規則実施準則
（平成23年準則第１号）第73条の規定に該当
しない者であること。
 首都高速道路株式会社における令和５・６
年度競争参加資格の「道路設計」の認定を受
けている者であること。
 参加表明書の提出の日から契約の相手方の
決定の日までの間において、競争に参加しよ
うとする者の間に、資本関係又は人的関係が
ないこと（詳細は「資本関係・人的関係があ
る者同士の競争参加制限について（https://
www.shutoko.co.jp/business/bidinfo/data/

kanke̲seigen/）」に記載）。なお、上記の関係
がある場合に、辞退する者を決めることを目
的に当事者間で連絡を取ることは、調査・設
計業務請負現場説明書の説明事項１イの記
載に抵触するものではないことに留意するこ
と。
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